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函館市における救急出場件数は年々増加しており
昨年（令和５年）は過去最多の19,117件を記録しま
した。

1 救急出場状況



後期高齢者人口のピーク期まで
救急出場件数は増え続ける？



令和７年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

22,201 21,077 20,829 20,764 20,454 20,059 19,689 19,707

9.4% 9.5% 10.0% 10.7% 11.3% 11.9% 12.4% 13.2%

125,239 114,298 102,713 90,118 81,096 75,063 71,216 68,814

52.9% 51.4% 49.4% 46.5% 44.9% 44.4% 44.9% 46.2%

89,417 86,887 84,298 82,759 79,116 73,863 67,530 60,496

37.8% 39.1% 40.6% 42.7% 43.8% 43.7% 42.6% 40.6%

53,042 55,311 53,264 50,103 48,204 48,325 46,221 42,201

22.4% 24.9% 25.6% 25.9% 26.7% 28.6% 29.2% 28.3%

236,857 222,262 207,841 193,641 180,666 168,984 158,436 149,016

↑割合

15～64歳

↑割合

65歳以上

↑割合

75歳以上（再掲）

合計

0～14歳

↑割合

「函館市人口ビジョン（令和２年２月改訂）」（函館市企画部）
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・「相互理解」による連携

・「共通認識」による協働



・救急救命士が行う救急救命処置は救急救命士法に

よって「医師の診療の補助行為」として位置づけ

られている

・救急救命処置のうち特定行為は医師による「具体

的指示」が必要である

2 救急救命士について



・救急救命処置はあらかじめ定められたプロトコル

に従い行われる

・このプロトコルによる事前指示を「包括的指示」

といい「具体的指示」以外の救急救命処置は「包

括的指示」を要する

2 救急救命士について



・ＭＣとは病院前医療を提供するにあたりその質を

保証するとともに患者（傷病者）の安全性を確保

する仕組みをいう

3 ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ(MC)体制



・オンラインＭＣ（直接的ＭＣ）

医師が電話や無線などにより活動中の救急救命士と直接

通信を行うもの（口頭で指示，指導・助言）

・オフラインＭＣ（間接的ＭＣ）

事前・事後において行われる救急活動にかかる施策・評

価・教育のこと

3 ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ(MC)体制



・オフラインＭＣ（間接的ＭＣ）

● プロトコルの策定

● 救急活動の医学的検証・フィードバック

● 教育カリキュラム作成・実施・評価

● 症例検討会の開催・研究会等への参加

3 ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ(MC)体制



・救急活動の目的は「救命」

・「ＭＣ」による質の保証



4 救急活動の実際



函館市消防本部の場合

・人 員 ３名（うち１名以上は救急救命士）

・構 成 専任の救急隊員

・役 割 隊長，隊員，機関員

救急隊とは



一般住宅からの通報

「９０歳女性，心肺停止，蘇生処置拒否」

症例➀



・当初は娘に心肺蘇生実施を拒否されたものの同意

が得られた

・特定行為については同意を得られず

・心肺蘇生を継続し救命救急センターへ搬送

症例➀



・法的に死亡確認をできるのは医師のみであり救急

隊員が死亡確認を行うことは許されない

・・・（中略）・・・

・明らかに死亡していると判断できる場合を除いて

は積極的に応急処置を実施し医療機関への搬送に

努める必要がある

症例➀



・蘇生中止基準が確立されれば蘇生措置拒否の対応

統一は可能となる

・医師による死亡診断や搬送の問題は地域の実情に

左右されることから蘇生中止と分離して検討して

いくべきではないか

症例➀ 考察



高齢者施設からの通報

「９０歳女性，具合が悪い，ぐったりしている」

症例②



・主治医に連絡したところ救急車を呼ぶよう指示

（搬送先医療機関の指定なし）

・発症経過や日常状況等の情報が素早く得られない

・当日の二次輪番病院へ搬送

症例②



・不十分な情報で医療機関へ搬送することが多い

・搬送先病院が決まっていない場合が少なくない

・重症度は低くない場合が多いため二次医療機関を

選定せざるを得ない

症例② 考察



・ＭＣ体制のみでは課題解決は困難なため地域連携

や多職種連携が必要となる



救急車は
適時・適切な利用を



・需要増加は「時間」に影響

・高齢者の搬送が「７割」
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死亡 重症 中等症 軽症
総搬送人員に

新生児
0人 0人

(0) (1) (30) (1) (1) (33)

44人 2人 5人 51人

乳幼児
 生 後 ２９ 日 以 上 0人 2人

 満 ７ 歳 未 満 (0) (1) (106) (343) (2) (452)

108人 476人 1人 587人

少年
 満 ７ 歳 以 上 0人 3人

 満 １８ 歳 未 満 (0) (0) (56) (364) (3) (423)

63人 373人 1人 440人

1,330人 3,269人 4人 4,710人
成人

 満 １８ 歳 以 上 12人 95人

 満 ６５ 歳 未 満 (10) (1,505) (2,912) (2) (4,538)(109)

(2) (11,173)

6,112人530人

計
65人 630人 7,657人

(6,308) (4,198)
高齢者

(613)
 満 ６５ 歳 以 上

53人

(52)

9,588人 14人 17,954人

5,468人 3人 12,166人

(62) (724) (8,005) (7,818) (10) (16,619)

2.45%

(2.55%)

26.23%

対 す る 割 合

0.28%

(0.20%)

3.27%

 生 後 ２８ 日以内

(100%)

その他

（症状なし）
計

(26.87%)

67.77%

(67.66%)

100%

(2.72%)

傷病程度

年令区分

搬送人員 17,954人

67.77％

救急搬送人員（年齢区分別）



急変時対応シートの活用




